
証券コード　3319

平成27年３月13日

株 主 各 位

東 京 都 港 区 虎 ノ 門 三 丁 目 ４ 番 ８ 号
株式会社ゴルフダイジェスト・オンライン
代表取締役社長 石 坂 信 也

第16回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第16回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年３月27日（金曜日）

午後６時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年３月30日（月曜日）午後１時

２．場 所 東京都港区六本木一丁目６番１号 泉ガーデンタワー７階
　泉ガーデンコンファレンスセンター　ROOM１・２

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第16期（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第16期（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役７名選任の件

以　上
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●ご出席にあたって
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

●インターネット開示について
　下記①、②の事項については、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、イン
ターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本株主総会招集ご通
知の提供書面には掲載しておりません。お手数ながら当社ウェブサイトよりご確
認くださいますようお願い申しあげます。
　①　連結計算書類の連結注記表
　②　計算書類の個別注記表

　また、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

＜当社ウェブサイトＵＲＬ＞
　http://www.golfdigest.co.jp/company/ir/
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度（平成26年１月１日～平成26年12月31日）における経営

環境は、企業収益の改善傾向や、雇用・所得環境の改善等により、緩やか

な回復基調で推移しましたが、消費税増税や急激に進んだ円安による原材

料価格の上昇に伴う物価上昇に対する懸念等により個人消費の停滞感は引

き続き感じられております。

ゴルフ業界においては、ゴルフ用品販売の分野で消費税増税後の需要低

迷は長く続き、回復の遅れが見られたことや、２月～３月における記録的

な大雪、８月～10月の大雨、台風等によりゴルフ場の多くが営業停止やゴ

ルフプレー客の減少を余儀なくされました。また、ゴルフ場プレー料金の

価格競争が激化する等、業界を取り巻く環境は全体として厳しい状況にあ

りました。

インターネットを取り巻く環境は、モバイルデバイスの普及がさらに進

んでおり、消費活動における重要性はさらに拡大しております。それらモ

バイルデバイスによる利用も含めたＥコマース市場は消費税増税の影響を

免れず、またインターネット広告市場をはじめとしたインターネット関連

サービス市場の競争は激化しております。

このような環境下、当社グループでは、当連結会計年度の基本方針であ

る「より高い成長軌道へ」を実現すべく、利用が拡大するモバイルデバイ

スへの対応強化を図るとともに、ゴルフ専業ならではの視点でユーザーの

利便性を高めるためのサービス強化等に取り組んでまいりました。また、

コスト最適化は継続しつつ、お客様との接触機会の向上や関係強化、エリ

アマーケティングの強化等にも積極的に取り組んでまいりました。

これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高16,030百万円、売上総

利益6,502百万円といずれも過去最高となりました。また、営業利益以下の

段階利益が、営業利益443百万円、経常利益437百万円、当期純利益180百万

円となりました。

なお、当社は当連結会計年度の第２四半期連結会計期間より、当社子会

社の株式会社インサイトを連結子会社化し、連結計算書類を作成しており

ます。また、第３四半期連結会計期間より、平成26年９月１日付にて新設
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分割により設立した当社子会社の株式会社ＧＤＯゴルフテックを連結子会

社化しております。そのため、当社グループ全体の業績に関しては前期と

の比較分析は行っておりません。一方、株式会社インサイトは、その他の

事業部門に含めており、株式会社ＧＤＯゴルフテックは、分割前と変わら

ず主要事業部門の「リテールビジネス」に含めているため、下記主要事業

部門別の業績に関しては、前期との比較を行っております。

主要事業部門別の業績は、次のとおりであります。

『リテールビジネス』

当連結会計年度における当事業部門の業績は、売上高11,035百万円（前

期比14.0％増）と初めて100億円を突破し、売上総利益は2,354百万円（前

期比12.8％増）と売上高及び売上総利益ともに二桁成長を達成いたしまし

た。

消費税増税前後における顧客ニーズの分析と時機に応じた的確な販売促

進施策を実施したことや、利用が拡大するモバイルデバイスへの対応、各

販売チャネルに適した販売手法を強化したこと等により、ゴルフ用品市場

全体の需要回復が遅れる中、前年の売上を大幅に上回りました。また、継

続的に取り組んでいる仕入・販売管理手法の改善と最適化が奏功し、収益

性を維持し、売上総利益も前年を大きく上回りました。

『ゴルフ場ビジネス』

当連結会計年度における当事業部門の業績は、売上高4,107百万円（前期

比19.7％増）、売上総利益3,490百万円（前期比10.8％増）となりました。

２月～３月における大雪の影響を補う各種キャンペーン、販売促進施策

等が奏功し、５月にはゴルフ場への月間送客人数が過去最高値を更新しま

した。また、６月以降も、梅雨の長期化や台風、大雨等悪天候の中でも送

客人数は順調に前年同月を上回って推移したことに加え、前年４月より開

始した事前決済型予約サービスは、ゴルファーのみならずゴルフ場からも

好評で取引コース数が増加する等好調に推移しました。この結果、前年を

大幅に上回る増収増益となりました。

『メディアビジネス』

当連結会計年度における当事業部門の業績は、売上高796百万円（前期比

14.1％減）、売上総利益614百万円（前期比15.2％減）となりました。

広告クライアントにおける広告効果を最大化するためのコンテンツ企画

制作に対応し、ゴルフ関連以外の広告受注は前年を上回ったものの、ゴル

フ関連の広告受注の減少や、フィーチャーフォン有料会員サービスの減収

を補うには至りませんでした。一方で普及の進むスマートフォン向けアプ
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リ内における広告枠の受注が進む等、多様化するクライアントニーズに対

応し、当社グループの保有するコンテンツを活かした広告メニューの拡

充・販売も一定の効果を見せつつあります。

なお、当連結会計年度におきましては、４期ぶりの復配となる１株当た

り２円50銭の期末配当を実施する予定であります。

次期の配当につきましては、当期以上に業績や財務体質の改善が進むと

見込まれることから、当期期末配当より１円増配し、期末配当として１株

当たり普通配当３円50銭を予定しております。

主 要 事 業 部 門 売　上　高

リ テ ー ル ビ ジ ネ ス 11,035百万円

ゴ ル フ 場 ビ ジ ネ ス 4,107百万円

メ デ ィ ア ビ ジ ネ ス 796百万円

②　重要な設備投資の状況

　当連結会計年度においては、リテールビジネスの店舗移転及び改装と、

ゴルフレッスンサービスを行う「GolfTEC by GDO」のレッスンスタジオを

新たに１店舗開設し、当該事業に対する設備投資は78百万円であります。

③　資金調達の状況

  当連結会計年度は、金融機関に長期借入金の返済434百万円を行い、グル

ープの所要資金として、短期借入金50百万円の調達を実施いたしました。

　その他の増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　平成26年７月24日開催の取締役会決議に基づき、平成26年９月１日付で

簡易新設分割により株式会社ＧＤＯゴルフテックを設立し、同社は、当社

のゴルフレッスンサービス事業を承継しております。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分、新株予約権等の取得または処分の状況

　該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 13 期

(平成23年12月期)
第 14 期

(平成24年12月期)
第 15 期

(平成25年12月期)

第 16 期
当連結会計年度
(平成26年12月期)

売 上 高 (百万円) 12,094 12,884 14,039 16,030

経 常 利 益
（ △ は 損 失 ）

(百万円) △536 △168 289 437

当期純利益
（△は純損失）

(百万円) △563 △65 51 180

１株当たり当期純利益
（ △ は 純 損 失 ）

△3,609円51銭 △446円67銭 3円50銭 12円16銭

総 資 産 (百万円) 7,724 6,976 6,706 6,936

純 資 産 (百万円) 2,079 1,862 1,965 2,110

１株当たり純資産額 13,687円08銭 12,636円86銭 132円17銭 141円15銭

（注）１．１株当たり当期純利益又は純損失(△)は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総

数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算

出しております。

２．平成25年７月１日付で普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行ってお

ります。１株当たり当期純利益は、当該株式分割が前事業年度の期首に行われたもの

と仮定して算出しております。

なお、過年度に当該株式分割が行われたと仮定して遡及修正を行った場合の１株当た

りの指標は以下のとおりです。

第 13 期
(平成23年12月期)

第 14 期
(平成24年12月期)

１株当たり当期純利益
（△は純損失）

△36円10銭 △4円47銭

１株当たり純資産額 136円87銭 126円37銭

３．当社は平成25年12月期においては連結決算を行っていなかったため、平成25年12月期

については単体計算書類における数値を記載しております。
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②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第 13 期

(平成23年12月期)
第 14 期

(平成24年12月期)
第 15 期

(平成25年12月期)

第 16 期
当事業年度

(平成26年12月期)

売 上 高 (百万円) 12,055 12,863 14,039 15,863

経 常 利 益
（ △ は 損 失 ）

(百万円) △525 △179 289 428

当期純利益
（△は純損失）

(百万円) △546 △86 51 180

１株当たり当期純利益
（ △ は 純 損 失 ）

△3,501円49銭 △584円43銭 3円50銭 12円17銭

総 資 産 (百万円) 7,769 7,006 6,706 6,856

純 資 産 (百万円) 2,130 1,891 1,965 2,165

１株当たり純資産額 14,030円26銭 12,835円87銭 132円17銭 144円86銭

（注）１．１株当たり当期純利益又は純損失(△)は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総

数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算

出しております。

２．平成25年７月１日付で普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行ってお

ります。１株当たり当期純利益は、当該株式分割が前事業年度の期首に行われたもの

と仮定して算出しております。

なお、過年度に当該株式分割が行われたと仮定して遡及修正を行った場合の１株当た

りの指標は以下のとおりです。

第 13 期
(平成23年12月期)

第 14 期
(平成24年12月期)

１株当たり当期純利益
（△は純損失）

△35円01銭 △5円84銭

１株当たり純資産額 140円30銭 128円36銭
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当社の議決

権 比 率
主 要 な 事 業 内 容

株式会社インサイト 9,000千円 100％
ソフトウエアの開発・販売
システム保守

株式会社ＧＤＯゴルフテック 9,000千円 100％ ゴルフレッスンサービス事業

（注）１．平成24年６月に設立した当社100％子会社の株式会社インサイトの重要性が増したた

め、当連結会計年度より連結子会社としております。

２．平成26年９月１日付で、簡易新設分割により株式会社ＧＤＯゴルフテックを設立して

おります。

③　重要な関連会社の状況

　該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題

当社グループを取り巻く経営環境・市場環境は多様化が進み、同業種・異

業種を含めた競争は、さらに激化するものと予測されております。このよう

な環境下、当連結会計年度においては、集客力の最大化を図るとともに、経

費構造の改善や経営資源の最適配分等を実現することで収益力の改善に注力

した結果、一定の効果が確認されております。次年度以降も引き続き、安定

的かつ持続的な成長の実現を目指して、次の各項目を主な課題として取り組

んでまいります。

①　収益力の改善

実行した各種施策が奏功し、当連結会計年度は三期連続となる増収増益

を達成しております。次年度におきましては、引き続き収益性の高いビジ

ネスへ経営資源を集中させるとともに、新規事業の検討・開拓等を行うこ

とで、更なる収益力の改善を進めてまいります。

②　財務体質の改善

事業の成長・拡大や各種取り組み等を実行するには、盤石な財務基盤を

構築する必要があります。収益力の改善とともに投資効率の最大化を図る

等キャッシュ・フローの増大に努めることで、ＩＴ基盤の刷新を機に膨ら

んだ有利子負債の圧縮を進め、財務体質の改善を図ってまいります。
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③　マーケティング戦略の強化

当社グループの事業拡大を進めるためには、マーケティング戦略の強化

が不可欠であります。当連結会計年度は、事業の根幹を成す「ＧＤＯクラ

ブ会員」の会員数が253万人（平成26年12月末時点）を超え、会員との関係

強化に重点を置いてまいりました。次年度以降も、引き続き新規会員の獲

得を図りながら、既存会員との関係を強化することに重点を置いてまいり

ます。また、日々進化するマーケティングソリューションを効果的かつ迅

速に展開するためにも、事業セグメントを超えた横断的な連携の強化に集

中してまいります。

④　各種情報端末への適応

当社グループの提供するサービスを多くのお客様に利用していただくた

めには、スマートフォンをはじめとしたモバイルデバイス、その他今後の

技術革新により登場する各種情報端末に対して、迅速にサービスを適応さ

せることが重要となります。多様化が進むユーザー動向に素早く対応し、

高品質なサービスを提供し続けることで、集客力の最大化に努めてまいり

ます。

⑤　システムの安定稼動

当社グループにとって、ビジネスの基盤であるシステムの安定稼動は今

後も重要な課題であります。コンピュータウイルスなどの進入、近年高度

化・複雑化する情報改ざんや不正侵入などの不正アクセスに対して、適切

なセキュリティ対策を講じることで高度な情報システム環境の維持・運用

を行ってまいります。

⑥　ステークホルダーとの関係強化

当社グループは、株主の皆様のみならず、お取引先企業、お客様及び社

員との間に生まれる信頼と共栄の関係を継続させることが、長期的に株主

価値の最大化を実現するものと考えております。当連結会計年度には、イ

ンターネットを通じて株主の皆様と双方向のコミュニケーションを可能と

する「ＧＤＯ株主倶楽部」を開設し、株主全体の20％を超える皆様にご登

録いただきました（平成26年12月末時点）。今後も、制度開示における重

要事実公開手順を踏まえたうえで、業績結果、財務内容、将来ビジョンや

経営戦略などについて、ステークホルダーに対し迅速かつ的確に情報発信

してまいります。また、ＣＳＲ活動を通じてステークホルダーの信頼と満

足を得る企業価値の向上を図ってまいります。
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⑦　個人情報の保護管理強化

当社グループの事業は、「ＧＤＯクラブ会員」の様々な活動により支え

られており、会員の個人情報の保護管理において大きな責務を負っていま

す。個人情報保護法を遵守すべく定めた、情報セキュリティ基本方針及び

個人情報保護方針に基づき、あらゆる管理体制強化を図ってまいります。

当社グループが保有する情報資産をあらゆる脅威から保護し、適切な安全

管理を実現するために構築した、情報セキュリティマネジメントシステム

を最大限活かし、情報資産を安全かつ適正に管理・運用してまいります。

(5) 企業集団の主要な事業内容（平成26年12月31日現在）

事 業 内 容 主 要 な サ ー ビ ス

リテールビジネス

ゴルフ用品（新品・中古）ネット販売サービス

中古ゴルフ用品買取販売サービス

ゴルフレッスンサービス　等

ゴルフ場ビジネス

ゴルフ場予約サービス

ゴルフ場向けＡＳＰサービス

ゴルフ場向けソフトウエアの開発・販売　等

メディアビジネス

広告・マーケティングソリューションサービス

ゴルフコンテンツ配信サービス

モバイルサービス　等

(6) 企業集団の主要な営業所（平成26年12月31日現在）

　①　当社の主要な営業所

本 社 東京都港区

大 阪 支 社 大阪府大阪市淀川区

名 古 屋 支 社 愛知県名古屋市中区

福 岡 支 社 福岡県福岡市博多区

松 山 事 務 所 愛媛県松山市

物 流 セ ン タ ー 千葉県習志野市

ゴ ル フ ガ レ ー ジ 直 営 店 舗 東京都 ２店舗、神奈川県 ３店舗

　（注）平成26年９月１日より、直営店舗５店舗の名称を「ゴルフパラダイス」から「ゴルフガ

レージ」へ変更しております。
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　　②　株式会社インサイトの主要な営業所

本 社 東京都港区

熊 本 事 務 所 熊本県熊本市

　　③　株式会社ＧＤＯゴルフテックの主要な営業所

本 社 東京都港区

Golf T E C  b y  G D O直営店舗 東京都 4店舗

　（注）GolfTEC by GDO直営店舗は、12月に神田店を開設し、１店舗増加しております。

(7) 使用人の状況（平成26年12月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事　業　部　門 使　用　人　数 前事業年度末比増減

リテールビジネス  60名（ 98名） －（－）

ゴルフ場ビジネス  84名（ 19名） －（－）

メディアビジネス  39名（  4名） －（－）

その他   8名（ －名） －（－）

全社(共通）  98名（ 18名） －（－）

合計 289名（139名） －（－）

（注）１．使用人数は就業員数であり、派遣社員、契約社員、パート及び嘱託社員は（　）内に

年間の平均人員を外数で記載しております。

２．当社は前事業年度においては連結決算を行っていなかったため、前事業年度末比増減

値については記載しておりません。

②　当社の使用人の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

269名(129名) 11名減（14名増） 37.3歳 5.9年

　（注）使用人数は就業員数であり、派遣社員、契約社員、パート及び嘱託社員は（　）内に年

間の平均人員を外数で記載しております。
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(8) 主要な借入先の状況（平成26年12月31日現在）

借 入 先 借 入 額

(株)みずほ銀行 900百万円

(株)三井住友銀行 600百万円

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 500百万円

(株)りそな銀行 100百万円

(株)あおぞら銀行 50百万円

(株)東京都民銀行 50百万円

日本生命保険(相) 50百万円

オリックス銀行(株) 49百万円

(株)横浜銀行 33百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成26年12月31日現在）

①　発行可能株式総数 59,164,000株

②　発行済株式の総数 16,547,000株

③　株主数 6,515名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

石坂信也 3,446,000株 23.1％

(株)ゴルフダイジェスト社 3,264,000株 21.9％

木村玄一 1,390,000株 9.3％

木村正浩 1,000,000株 6.7％

日本マスタートラスト信託銀行(株)(信
託口)

552,300株 3.7％

能村光勇 440,000株 3.0％

大日本印刷(株) 276,000株 1.9％

伊藤僚祐 143,900株 1.0％

日本トラスティ・サービス信託銀行(株)
(信託口)

114,700株 0.8％

資産管理サービス信託銀行(株)(年金特
金口)

100,000株 0.7％

 (注) １．当社は自己株式を1,633,702株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

　　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（平成26年12月31日現在）

発行決議日 平成25年５月10日

新株予約権の数 10,778個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式 1,077,800株

（新株予約権１個につき100株)

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり　247円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個当たり 20,500円

（１株当たり 205円）

権利行使期間 平成26年２月14日から平成29年２月13日まで

行使の条件 (注１)

役

員

の

保

有

状

況

取締役

(社外取締役を除く)

・新株予約権の数　：　　 10,778個

・目的となる株式数：　1,077,800株

・保有者数　　　　：　　　　 ３名(注２)

社外取締役

・新株予約権の数　：　　　　 －個

・目的となる株式数：　　　　 －株

・保有者数　　　　：　　　　 －名

監査役

・新株予約権の数　：　　　　 －個

・目的となる株式数：　　　　 －株

・保有者数　　　　：　　　　 －名

 (注) １．新株予約権者は、平成25年12月期、平成26年12月期、及び平成27年12月期の監査済み

の当社財務諸表（連結財務諸表を作成している場合は連結財務諸表）において、損益

計算書上の営業利益及び貸借対照表上の長期借入金が次の各号に掲げる条件を満たし

ている場合に、割当てを受けた本新株予約権のうち当該各号に掲げる割合を限度とし

て、当該各号に掲げる期間にのみ、本新株予約権を行使することができる。この場合

において、かかる割合に基づき算出される行使可能な本新株予約権の個数につき１個

未満の端数が生ずる場合には、かかる端数を切り捨てた個数の本新株予約権について

のみ行使することができるものとする。また、国際財務報告基準の適用等により参照

すべき勘定科目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役

会にて定めるものとする。

　　①　平成25年12月期の営業利益が２億円以上、かつ長期借入金が374百万円以下の場

合、新株予約権者が割当てを受けた本新株予約権の総数の1/3を、平成26年２月14

日から平成27年２月13日までの期間に、行使することができる。

　　②　平成26年12月期の営業利益が５億円以上、かつ長期借入金がゼロの場合、新株予

約権者が割当てを受けた本新株予約権の総数の1/3を、平成27年２月14日から平成

28年２月13日までの期間に、行使することができる。

　　③　平成27年12月期の営業利益が８億円以上、かつ長期借入金がゼロの場合、新株予

約権者が割当てを受けた本新株予約権の総数の1/3を、平成28年２月14日から平成

29年２月13日までの期間に、行使することができる。

２．上記のうち、取締役１名に付与している新株予約権は、取締役就任前に付与されたも

のであります。
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②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

　　該当事項はありません。

③　その他新株予約権に関する重要事項

　　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成26年12月31日現在）

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 石 坂 　 信 也
当社　最高経営責任者
(株)インサイト　代表取締役社長
(株)ＧＤＯゴルフテック　代表取締役社長

取 締 役 伊 藤 　 修 武
当社　ゴルフ場ビジネスユニット長
(株)ＧＤＯゴルフテック　取締役

取 締 役 吉 川 　 雄 大 当社　お客様体験デザイン本部長

取 締 役 木 村 　 玄 一

(株)ゴルフダイジェスト社　代表取締役社長
(株)モーターマガジン社　代表取締役社長
木村総業(株)　代表取締役社長
東名観光開発(株)　代表取締役社長

取 締 役 木 村 　 正 浩
(株)ゴルフダイジェスト社　常務取締役
東名観光開発(株)　取締役

取 締 役 本 田 　 隆 男

取 締 役 橋 岡 　 宏 成

弁護士
(株)ユナイテッドアローズ　社外監査役
トレンダーズ(株)　社外監査役
(株)エー・ピーカンパニー　社外監査役
(株)アイフリークホールディングス
社外監査役

常 勤 監 査 役 國 保 　 雅 昭

監 査 役 村 西 　 重 孝

監 査 役 上 住 　 敬 一
公認会計士
ビズアドバイザーズ(株)　代表取締役社長

（注）１．取締役４名　木村玄一、木村正浩、本田隆男、橋岡宏成の各氏は社外取締役でありま

す。

      ２．監査役３名　國保雅昭、村西重孝、上住敬一の各氏は社外監査役であります。

      ３．監査役　上住敬一氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。

      ４．当社は、橋岡宏成氏と上住敬一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指

定し、同取引所に届け出ております。
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②　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 ７名 77,400千円

監 査 役 ３名 8,400千円

合 計
（うち社外取締役及び社外監査役）

10名
（７名)

85,800千円
(13,200千円)

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成20年３月26日開催の第９回定時株主総会において年額

200,000千円以内（ただし使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成20年３月26日開催の第９回定時株主総会において年額

50,000千円以内と決議いただいております。

４．２．の取締役（社外取締役を除く。）の報酬限度額とは別枠として、平成20年３月26

日開催の第９回定時株主総会において、ストックオプションとして取締役（社外取締

役を除く。）に対して発行する新株予約権に関する報酬額として、年額50,000千円を

上限として決議いただいております。
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③　社外取締役に関する事項

他の法人等の重要な兼職の状

況及び当社と当該他の法人等

との関係

当該事業年度における主な活

動状況

(ア)取締役会への出席状況及

び発言状況

(イ)同氏の意見により変更さ

れた事業方針

責任限定契約の内容の概要

当社子会社から

当該事業年度に

役員として受け

た報酬の額

木
村
玄
一

(株)ゴルフダイジェスト社、

東名観光開発(株)、(株)モー

ターマガジン社、木村総業

(株)の代表取締役社長です。

(株)ゴルフダイジェスト社と

当社との間に営業取引関係及

び資本関係があります。東名

観光開発(株)と当社との間に

営業取引関係があります。

(株)モーターマガジン社、木

村総業(株)と当社との間に特

別な関係はありません。

(ア)12回開催中12回に出席

し、主に当社の属するゴ

ルフ業界に関する深い造

詣から、当社事業推進に

おける施策に対し、様々

な助言、意見を行ってお

ります。

(イ)該当事項はありません。

当社と会社法第427条第１項

の規定に基づき、損害賠償責

任を限定する契約を締結して

おり、当該契約に基づく損害

賠償の限度額は法令が規定す

る最低責任限度額でありま

す。

該当事項はあり

ません。

木
村
正
浩

(株)ゴルフダイジェスト社の

常務取締役です。東名観光開

発(株)の取締役です。(株)ゴ

ルフダイジェスト社と当社と

の間に営業取引関係及び資本

関係があります。東名観光開

発(株)と当社との間に営業取

引関係があります。

(ア)12回開催中11回に出席

し、主に当社の属するゴ

ルフ業界に関する深い造

詣から、当社事業推進に

おける施策に対し、様々

な助言、意見を行ってお

ります。

(イ)該当事項はありません。

当社と会社法第427条第１項

の規定に基づき、損害賠償責

任を限定する契約を締結して

おり、当該契約に基づく損害

賠償の限度額は法令が規定す

る最低責任限度額でありま

す。

該当事項はあり

ません。

本
田
隆
男

該当事項はありません。 (ア)12回開催中11回に出席

し、資本政策や事業計画

等の当社経営施策の根幹

を成す重要事案につき、

有識者として様々な見解

や助言を行っておりま

す。

(イ)該当事項はありません。

当社と会社法第427条第１項

の規定に基づき、損害賠償責

任を限定する契約を締結して

おり、当該契約に基づく損害

賠償の限度額は法令が規定す

る最低責任限度額でありま

す。

該当事項はあり

ません。

橋
岡
宏
成

(株)ユナイテッドアローズ、

トレンダーズ(株)、(株)エー・

ピーカンパニー、(株)アイフ

リークホールディングスの社

外監査役です。兼職先と当社

との間に特別な関係はありま

せん。

(ア)12回開催中11回に出席

し、当社経営施策におけ

る法的見解・意見や当社

従業員の業務遂行におい

て、企業法務的見地から

様々な助言を行っており

ます。

(イ)該当事項はありません。

当社と会社法第427条第１項

の規定に基づき、損害賠償責

任を限定する契約を締結して

おり、当該契約に基づく損害

賠償の限度額は法令が規定す

る最低責任限度額でありま

す。

該当事項はあり

ません。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第24条の規定に基づき、取

締役会決議があったとみなす書面決議が12回ありました。
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④　社外監査役に関する事項

他の法人等の重要な兼職の状

況及び当社と当該他の法人等

との関係

当該事業年度における主な活

動状況

(ア)取締役会及び監査役会へ

の出席状況及び発言状況

(イ)同氏の意見により変更さ

れた事業方針

責任限定契約の内容の概要

当社子会社から

当該事業年度に

役員として受け

た報酬の額

國
保
雅
昭

該当事項はありません。 (ア)取締役会12回全て、監査

役会12回全てに出席し、

同氏の大手金融機関での

豊富な経験と幅広い見識

を活かし監査体制の強化

を図っております。

(イ)該当事項はありません。

当社と会社法第427条第１項

の規定に基づき、損害賠償責

任を限定する契約を締結して

おり、当該契約に基づく損害

賠償の限度額は法令が規定す

る最低責任限度額でありま

す。

該当事項はあり

ません。

村
西
重
孝

該当事項はありません。 (ア)取締役会12回全て、監査

役会12回全てに出席し、

同氏の職務経歴において

培われてきた、主計部門

に関する深い造詣と高い

知識を活かし監査体制の

強化を図っております。

(イ)該当事項はありません。

当社と会社法第427条第１項

の規定に基づき、損害賠償責

任を限定する契約を締結して

おり、当該契約に基づく損害

賠償の限度額は法令が規定す

る最低責任限度額でありま

す。

該当事項はあり

ません。

上
住
敬
一

ビズアドバイザーズ(株)の代

表取締役社長です。ビズアド

バイザーズ(株)と当社との間

に特別な関係はありません。

(ア)取締役会12回中11回、監

査役会12回全てに出席

し、主に公認会計士とし

ての専門的見地からの発

言を行い、監査体制の強

化を図っております。

(イ)該当事項はありません。

当社と会社法第427条第１項

の規定に基づき、損害賠償責

任を限定する契約を締結して

おり、当該契約に基づく損害

賠償の限度額は法令が規定す

る最低責任限度額でありま

す。

該当事項はあり

ません。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第24条の規定に基づき、取

締役会決議があったとみなす書面決議が12回ありました。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 19,800千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

19,800千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの

で、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載してお

ります。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会の

請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的

といたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容及び運用

状況の概要は以下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するために、社

外監査役３名で構成する監査役会を設置し、取締役の職務執行の厳正な監視

を行っている。加えて、意思決定の妥当性を高めるため、社外取締役を任命

し、また会計監査人による会計監査が厳正に実施されている。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　当社の文書管理規程及び情報セキュリティ基本規程に基づき、取締役の職

務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下｢文書等｣という。）に記

録・保存し、取締役及び監査役は常時これらの文書等を閲覧することが可能

となっている。

　　なお、文書管理規程の改廃は経営会議の決議、情報セキュリティ基本規程

の改廃は取締役会の決議をもって行われている。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　当社は、環境・災害・品質・売買管理等に係るリスクに対し、各部署にお

いて、ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアル作成・配布等を行って

いる。さらに個人情報及び情報セキュリティ並びに全社のリスクに関する

全体管理を行うリスク統括部門を設置している。リスク統括部門は、予め想

定されるリスクを分類し、迅速かつ適切な情報伝達と緊急体制を確保し、各

部署の日常的なリスク管理体制の運用と状況を監視している。また、定例会

議を毎月開催し、全社リスクに関する情報の共有及び各種対応の報告等を実

施している。

　　なお、有事の際は危機管理規程及び関連マニュアルに基づき「緊急対策

室」が設置され、危機管理を統括する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　取締役会は、経営方針、その他の経営に関する重要事項を決定するととも

に、業務執行状況を監督する。

　　また、取締役会の経営監視機能の客観性、中立性を高めるため、社外取締

役を選任している。

　　取締役会規程に基づき、定時取締役会を月１回、または必要に応じて臨時

取締役会を随時開催している。取締役会には監査役も出席し、業務の執行状

況について、法令及び定款に違反していないかどうかのチェックを行うとと
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もに、必要に応じて意見を述べている。

　業務の運営・執行については、経営計画、年度予算の立案、全社的な目標

の明確な設定、各部署への目標付与を行い、その達成に向けた具体策を立

案・実行している。

　　また、取締役会の機能をより強化し、経営効率化を促進すべく、取締役会

の意思決定機能を補佐する役割を担う経営会議を設けている。経営会議は

常勤取締役及び最高財務責任者にて構成され、取締役会が決定した基本方針

に基づき、重要な業務の執行及び計画の決議を行っている。

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社のコンプライアンス体制に関する各種規程は、全役職員が法令及び定

款並びに社会規範を遵守した行動をとるための行動規範である。

　リスク統括部門は、全社のコンプライアンスへの取り組みを統括するとと

もに、企業取引審査及び業務委託先管理等、使用人への教育・啓発活動を継

続的に企画・実行している。また、監査室は定期的に内部監査を実施し、代

表取締役へ監査報告を行うとともに、必要に応じ改善措置を勧告している。

　使用人が法令違反及び不正行為等のコンプライアンス違反の発生または

そのおそれのある状況を知った場合に、外部機関に直接通報することができ

る内部通報制度を設置している。内部通報時には、通報者の匿名性及び通報

内容の機密性に充分な配慮を行い、当社は通報者に対し不利益な取扱いを行

わない。

⑥　会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確

保するための体制

　　企業集団における業務の適正を確保するために、企業の方針・戦略・管

理・運営を行う体制とリスク管理を行う体制を構築している。

　　リスク統括部門は、当社グループ全体のリスクを洗い出し、リスク対策の

検討を実施、リスク対応体制の構築と運営、コンプライアンス・プログラム

の進捗管理等を実施している。また、当社グループの全役職員に対して、そ

の役職・業務内容に応じて必要な研修を計画及び実施している。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

　　当社は、現在監査役の職務を補助すべき使用人を置いていないため、必要

に応じ監査役の業務補助のための人員を監査役スタッフとして置くことと

する。
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⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　監査役の職務を補助すべき使用人の人事については、取締役及び監査役が

協議のうえ決定する。また、当該使用人については、監査役より監査業務補

助に必要な命令を受けた場合、客観性担保のため、その命令に関し、取締役

の指揮命令を受けない。

⑨　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報

告に関する体制

　　取締役は、取締役会等の重要な会議において、その担当する業務の執行状

況を監査役に対し随時報告している。

　また、取締役は、以下に定める事項につき、発見次第速やかに監査役に対

し報告を行う。

　イ．会社に著しい損害が発生するおそれがある事項

　ロ．重大な法令及び定款違反

　ハ．リスク管理に係る重要な事項

　ニ．その他経営上重要と判断される事項

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　当社は社外監査役３名で構成する監査役会を設置し、対外的な透明性を確

保している。

　また、監査役会は、取締役及び会計監査人それぞれを参加者とした定期的

な意見交換会を開催するとともに、必要に応じ、取締役及び使用人に対しヒ

アリングを行っている。

　監査役会は、監査の実施にあたり必要と認める場合は、独自の判断におい

て弁護士・公認会計士等の外部機関を活用し、監査業務に関する助言等を受

けることができる。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成26年12月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

仕 掛 品

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,057,602

702,602

1,910,609

1,885,881

6,584

16,974

207,434

329,955

△2,439

1,878,410

285,251

219,966

3,162

62,123

1,269,014

2,612

1,087,840

178,561

324,143

23,625

804

14,329

289,438

△4,055

流 動 負 債 4,770,762

買 掛 金 1,275,310

短 期 借 入 金 2,000,000

１年内返済予定の長期借入金 332,700

リ ー ス 債 務 1,615

未 払 法 人 税 等 90,357

賞 与 引 当 金 22,000

ポ イ ン ト 引 当 金 159,628

株 主 優 待 引 当 金 8,708

そ の 他 880,442

固 定 負 債 55,193

リ ー ス 債 務 1,758

役員退職慰労引当金 40,750

資 産 除 去 債 務 9,703

そ の 他 2,981

負 債 合 計 4,825,955

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,102,605

資 本 金 833,491

資 本 剰 余 金 800,731

利 益 剰 余 金 691,318

自 己 株 式 △222,935

その他の包括利益累計額 2,397

その他有価証券評価差額金 2,397

新 株 予 約 権 5,054

純 資 産 合 計 2,110,057

資 産 合 計 6,936,012 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,936,012
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連 結 損 益 計 算 書

(平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 16,030,510

売 上 原 価 9,527,911

売 上 総 利 益 6,502,598

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,058,923

営 業 利 益 443,675

営 業 外 収 益

受 取 利 息 165

受 取 配 当 金 7

仕 入 割 引 4,048

不 動 産 賃 貸 料 11,736

そ の 他 2,788 18,745

営 業 外 費 用

支 払 利 息 14,006

違 約 金 6,480

そ の 他 4,753 25,239

経 常 利 益 437,181

特 別 利 益

移 転 補 償 金 4,300

そ の 他 229 4,529

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 13,656

事 業 整 理 損 4,934

そ の 他 1,258 19,848

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 421,862

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 95,306

法 人 税 等 調 整 額 146,015 241,322

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 180,539

当 期 純 利 益 180,539
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連結株主資本等変動計算書

(平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで)

　　　　　（単位：千円）

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

その他の
包括利益累計

額合計

平成26年１月１日期首残高 833,491 794,610 566,029 △234,683 1,959,447 48 252 300

連結会計年度中の変動額

当期純利益 180,539 180,539

自己株式の取得 △15 △15

自己株式の処分 6,121 11,762 17,883

新規連結に伴う利益剰余金減少高 △55,251 △55,251

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額(純額)

2,349 △252 2,096

連結会計年度中の変動額合計 ― 6,121 125,288 11,747 143,157 2,349 △252 2,096

平成26年12月31日期末残高 833,491 800,731 691,318 △222,935 2,102,605 2,397 ― 2,397

新株予約権 純資産合計

平成26年１月１日期首残高 5,482 1,965,230

連結会計年度中の変動額

当期純利益 180,539

自己株式の取得 △15

自己株式の処分 17,883

新規連結に伴う利益剰余金減少高 △55,251

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額(純額)

△427 1,669

連結会計年度中の変動額合計 △427 144,826

平成26年12月31日期末残高 5,054 2,110,057
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貸　借　対　照　表
（平成26年12月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

建 物 附 属 設 備

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

の れ ん

借 地 権

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,060,607

673,783

1,866,408

1,885,403

1,565

16,251

113,909

206,809

298,915

△2,439

1,796,099

196,619

58,498

96,212

38,746

3,162

1,259,907

2,612

100,000

1,770

1,074,360

81,163

339,572

23,625

106,513

804

4,055

8,643

199,985

△4,055

流 動 負 債 4,640,682

買 掛 金 1,270,849

短 期 借 入 金 2,000,000

１年内返済予定の長期借入金 332,700

リ ー ス 債 務 1,615

未 払 金 322,117

未 払 費 用 53,591

未 払 法 人 税 等 80,740

未 払 消 費 税 等 145,357

前 受 金 204,878

預 り 金 38,495

賞 与 引 当 金 22,000

ポ イ ン ト 引 当 金 159,628

株 主 優 待 引 当 金 8,708

固 定 負 債 50,665

リ ー ス 債 務 1,758

役員退職慰労引当金 40,750

資 産 除 去 債 務 5,175

そ の 他 2,981

負 債 合 計 4,691,347

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,157,906

資 本 金 833,491

資 本 剰 余 金 800,731

資 本 準 備 金 794,610

その他資本剰余金 6,121

利 益 剰 余 金 746,620

その他利益剰余金 746,620

繰越利益剰余金 746,620

自 己 株 式 △222,935

評価・換算差額等 2,397

その他有価証券評価差額金 2,397

新 株 予 約 権 5,054

純 資 産 合 計 2,165,358

資 産 合 計 6,856,706 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,856,706
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損　益　計　算　書

(平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 15,863,799

売 上 原 価 9,421,579

売 上 総 利 益 6,442,220

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,012,943

営 業 利 益 429,276

営 業 外 収 益

受 取 利 息 687

受 取 配 当 金 7

仕 入 割 引 4,048

経 営 指 導 料 4,238

不 動 産 賃 貸 料 11,736

そ の 他 2,734 23,452

営 業 外 費 用

支 払 利 息 14,006

違 約 金 6,480

そ の 他 4,230 24,716

経 常 利 益 428,011

特 別 利 益

移 転 補 償 金 4,300

そ の 他 229 4,529

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 13,656

事 業 整 理 損 4,934

そ の 他 1,258 19,848

税 引 前 当 期 純 利 益 412,692

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 85,689

法 人 税 等 調 整 額 146,413 232,102

当 期 純 利 益 180,590
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株主資本等変動計算書

(平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金

繰越利益
剰余金

平成26年１月１日期首残高 833,491 794,610 ― 794,610 566,029 △234,683 1,959,447

事業年度中の変動額

当期純利益 180,590 180,590

自己株式の取得 △15 △15

自己株式の処分 6,121 6,121 11,762 17,883

株主資本以外の項目の事業年度中の変動
額（純額）

事業年度中の変動額合計 ― ― 6,121 6,121 180,590 11,747 198,458

平成26年12月31日期末残高 833,491 794,610 6,121 800,731 746,620 △222,935 2,157,906

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成26年１月１日期首残高 48 252 300 5,482 1,965,230

事業年度中の変動額

当期純利益 180,590

自己株式の取得 △15

自己株式の処分 17,883

株主資本以外の項目の事業年度中の変動
額（純額）

2,349 △252 2,096 △427 1,669

事業年度中の変動額合計 2,349 △252 2,096 △427 200,128

平成26年12月31日期末残高 2,397 ― 2,397 5,054 2,165,358
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年２月16日

株式会社ゴルフダイジェスト・オンライン

取締役会　御中

　　　新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山　口　光　信 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 柴　田　憲　一 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ゴルフダイジェスト・オ
ンラインの平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
  監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検
討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社ゴルフダイジェスト・オンライン及び連結子会社からなる
企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 30 －



計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年２月16日

株式会社ゴルフダイジェスト・オンライン

取締役会　御中

　　　新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山　口　光　信 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 柴　田　憲　一 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ゴルフダイジェスト・
オンラインの平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第16期事業年度の計算書類、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

 以　上
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監査役会の監査報告

監査役会　監査報告

　当監査役会は、平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第16期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告に基づ

き、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告を作成し、

以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その

他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な営業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する

ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め

る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され

ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその

構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監

査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の

報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及

びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討

いたしました。
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２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

平成27年２月20日

　株式会社ゴルフダイジェスト・オンライン

監　査　役　会

常勤監査役 國 保 雅 昭 

監 査 役 村 西 重 孝 

監 査 役 上 住 敬 一 

   （注)監査役國保雅昭、村西重孝及び上住敬一は、会社法第２条第16号及び第335

条第３項に定める社外監査役であります。

以　上

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　第16期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案

いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

　１．配当財産の種類

　　　金銭といたします。

　２．配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　　当社普通株式１株につき金２円50銭といたしたいと存じます。

　　　なお、この場合の配当総額は37,283,245円となります。

　３．剰余金の配当が効力を生じる日

　　　平成27年３月31日といたしたいと存じます。
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第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

（1）今後の事業展開及び内容の多様化に対応するため、事業目的の変更を

行うものであります。

（2）条文の新設に伴い、号数の繰り下げを行うものであります。

２．定款変更の内容

本議案にかかる変更箇所（下線部分）及び内容は、次のとおりであります。

現　行　定　款 変　更　案

（目的）

第２条　当会社は、次の事業を営むこ

とを目的とする。

１．～４．　（記載省略）

５．スポーツ・娯楽・観光・宿泊の各

施設の運営、予約代行及び旅行業

６．～20．　（記載省略）

　　　　　　（新　　設）

21．　　　　（記載省略）

（目的）

第２条　　　（現行どおり）

１．～４．　（現行どおり）

５．スポーツ・娯楽・観光・宿泊の各

施設の運営、予約代行

６．～20．　（現行どおり）

21．旅行業及び旅行業者代理業

22．　　　　（現行どおり）
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第３号議案　取締役７名選任の件

　取締役全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

取締役７名の選任をお願いするものであります。取締役候補者は、次のとおりで

あります。

候補者

番　号
氏 　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
並びに重要な兼職の状況

所有
株式数

１

 いしざか のぶや

 石 坂　信 也

 (昭和41年12月10日生)

平成２年４月　三菱商事(株)入社

平成11年６月　米国ハーバード大学ＭＢＡ修了

平成12年５月　(株)ゴルフダイジェスト・オンライ

　　　　　　　ン設立

　　　　　　　代表取締役社長 最高経営責任者

　　　　　　　(現任)

平成24年６月　(株)インサイト 代表取締役社長

　　　　　　　(現任)

平成26年９月　(株)ＧＤＯゴルフテック 代表取締

　役社長(現任)

3,446,000株

２

 いとう　 おさむ

 伊 藤　修 武

 (昭和40年７月13日生)

昭和63年４月　(株)リクルート入社

平成21年７月　当社入社

　　　　　　　当社 ゴルフメディア本部長

平成22年１月　当社 執行役員

　　　　　　　当社 メディアビジネスユニット長

平成24年１月　当社 人事企画室長

平成25年３月　当社 取締役(現任)

平成25年７月　当社 ゴルフ場ビジネスユニット長

　　　　　　　(現任)

平成26年９月　(株)ＧＤＯゴルフテック 取締役

　　　　　　　(現任)

56,700株

３

 よしかわ たけひろ

 吉 川　雄 大

 (昭和46年５月９日生)

平成７年４月　富士火災海上保険(株)入社

平成15年４月　当社入社 ゴルフ場サービス本部

平成19年３月　当社 ゴルフ場サービス本部長

平成22年１月　当社 執行役員

　　　　　　　当社 ゴルフ場ビジネスユニット長

平成25年７月　当社 お客様体験デザイン本部長

　　　　　　　(現任)

平成26年３月　当社 取締役(現任)

1,700株
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候補者

番　号
氏 　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
並びに重要な兼職の状況

所有
株式数

４

 きむら　げんいち

 木 村　玄 一

 (昭和37年12月25日生)

昭和61年４月　大日本印刷(株)入社

平成７年11月　(株)モーターマガジン社

　　　　　　　代表取締役社長(現任)

平成９年11月　(株)ゴルフダイジェスト社

　　　　　　　代表取締役社長(現任)

平成10年２月　木村総業(株)

　　　　　　　代表取締役社長(現任)

平成12年５月　当社 取締役(現任)

平成14年２月　東名観光開発(株)

　　　　　　　代表取締役社長(現任)

1,390,000株

５

 きむら　まさひろ

 木 村　正 浩

 (昭和41年５月23日生)

平成元年４月　大昭和製紙(株)(現:日本製紙(株))

　　　　　　　入社

平成４年11月　(株)ゴルフダイジェスト社

　　　　　　　常務取締役(現任)

平成７年２月　東名観光開発(株)

　　　　　　　取締役(現任)

平成12年５月　当社 取締役

平成16年９月　当社 取締役(現任)

1,000,000株

６

 ほんだ   たかお

 本 田　隆 男

 (昭和８年１月１日生)

昭和32年９月　日綿實業(株)(現：双日(株))入社

昭和47年７月　ソニー(株)入社

昭和60年４月　ジョンソン(株)入社

昭和61年２月　同社 代表取締役社長

平成12年６月　(株)ちふれ化粧品 社外取締役

平成15年９月　当社 監査役

平成16年９月　当社 取締役(現任)

－株
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候補者

番　号
氏 　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
並びに重要な兼職の状況

所有
株式数

７

 はしおか ひろなり

 橋 岡　宏 成

 (昭和42年１月23日生)

平成３年４月　(株)住友銀行(現：(株)三井住友銀

　　　　　　　行)入行

平成10年４月　弁護士登録(東京弁護士会所属)

平成16年９月　当社 取締役(現任)

平成19年６月　(株)ユナイテッドアローズ

　　　　　　　社外監査役(現任)

平成23年６月　トレンダーズ(株)

　　　　　　　社外監査役(現任)

平成23年６月　(株)エー・ピーカンパニー

　　　　　　　社外監査役(現任)

平成26年６月　(株)アイフリークホールディン

　　　　　　　グス 社外監査役(現任)

－株

（注)１．取締役候補者 木村玄一氏及び木村正浩氏は、それぞれ当社の関係会社である株式会社

ゴルフダイジェスト社の代表取締役社長、常務取締役であり、当社との間に営業取引関

係及び資本関係があります。

　　 ２．取締役候補者 木村玄一氏及び木村正浩氏は、それぞれ東名観光開発株式会社の代表取

締役社長、取締役であり、当社との間に営業取引関係があります。その他の各取締役候

補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　 ３．木村玄一氏、木村正浩氏、本田隆男氏、橋岡宏成氏は、社外取締役候補者であります。

　　 ４．社外取締役候補者に関する記載事項

①　社外取締役候補者の選任理由

・木村玄一氏及び木村正浩氏は、ゴルフ業界に関する深い造詣から、当社事業推進にお

ける施策に対し、様々な助言、意見を当社の経営に活かしていただきたいため、社外

取締役として選任をお願いするものであります。なお、当社の社外取締役就任期間は

本総会終結の時をもって、木村玄一氏は14年10カ月、木村正浩氏は10年６カ月となり

ます。

・本田隆男氏は、経営者としての高い見識を持つ社外取締役候補者であり、資本政策や

事業計画等の当社経営施策の根幹を成す重要事案につき、有識者として様々な見解や

助言を当社の経営に活かしていただきたいため、社外取締役として選任をお願いする

ものであります。当社の社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって10年６カ月

となります。

・橋岡宏成氏は、弁護士として培われた企業法務の幅広い知識・経験を当社の経営に活

かしていただきたいため、社外取締役として選任をお願いするものであります。法律

の専門家として当社の経営全般に対して提言いただくことにより、当社のコーポレー

トガバナンス強化が期待できるため、社外取締役候補者としました。当社の社外取締

役就任期間は本総会終結の時をもって10年６カ月となります。

②　過去５年間における他の株式会社の取締役または監査役在任中に、同社において不当

な業務執行等が行われた事実（重要でないものを除く。）並びにその事実発生予防及び

発生後の対応について

　橋岡宏成氏が株式会社ユナイテッドアローズの社外監査役在任中において、景品表示

法違反の事実が発生しました。同氏は、従来より、法令遵守の視点に立った提言を行
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い、注意喚起しており、当該事実を認識後、同社取締役会に対して早期改善及び再発防

止のため内部統制強化について意見表明しました。

③　社外取締役との責任限定契約について

　当社は、「会社法第427条第１項の規定により、社外取締役との間で、任務を怠った

ことによる損害賠償責任を限定し、法令が定める金額の合計額を限度として責任を負担

する旨の契約を締結することができる。」旨を定款に定め、木村玄一氏、木村正浩氏、

本田隆男氏及び橋岡宏成氏と当社の間で上記定款に基づき、責任限定契約を締結してお

ります。各氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

④　独立役員について

　当社は、橋岡宏成氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。

以　上
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